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【現状認識】

東京電力福島第一原子力発電所事故以降、大学の原子力系学科・

専攻への志望学生や、原子力系企業への就職志望者に顕著な減少

傾向がみられる

一方、今後バックエンド関連事業のニーズは確実に増大していく

バックエンド関連分野の中・長期的な人材不足は現実のものとなりつ

つある状況
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１.現状認識と特別専門委員会での検討

【特別専門委員会での検討】

本特別専門委員会では、

を課題の一つとして取り上げ、国内大学や海外の人材育成

の事例について検討を行い、人材育成方策やインセンティブを強化す

る方策の検討を実施



【バックエンド分野の人材確保・育成の課題】

国内外の事例調査を基に、標記課題を整理した結果、

①技術分野としての魅力の欠如、

②教育プログラムの整備が不十分、

③バックエンド分野を学んだ学生の受け皿が不十分、

④バックエンド分野の研究者・教育者などの人材が不足

などが抽出された。
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２.明らかになった課題とその対応策

【対策（今後の方向性）】

a)関連人材の雇用機会の確保

b)初等教育からの原子力教育

c)高等教育におけるバックエンド分野の専門家育成の為のカリキュ

ラム構築

d)バックエンド事業を推進する為の現場作業員の研修・教育プログ

ラムの構築、など
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３.パネルディスカッションでの議論のポイント(1)

専門委員会報告書で情報提供をいただいた３大学の意欲的取組

①北海道大学におけるオープン教材を活用した原子力

バックエンド教育

ー幅広い素養の人材を対象とした系統的教育の試行ー

②東北大学量子エネルギー工学専攻におけるバックエン

ドに関連するカリキュラム事例

ー原子力教育カリキュラムの中での有機的展開ー

③福井大学におけるバックエンド対策に係る人材育成

ー廃止措置に向けた大学院・社会人教育の充実ー

○大学でのバックエンド分野に関する人材育成活動の事例紹介
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３.パネルディスカッションでの議論のポイント(2)

○大学等で実施すべきこれからのバックエンド分野の教育カリ
キュラムと当該分野の受入側企業（や社会）が欲する人材像
の整合性（あるいはギャップ）について意見交換

入側ニ ズと大学等の人材供給側シ ズのより良いマッチングを図るべきではないか？

問題提起

・国の政策の中で、バックエンド分野の位置づけがあいまいであり、フロントエンド分野に

比べて、注力度が低い。

・今後１０～２０年間にバックエンド分野の人材不足が叫ばれているものの、どのような

専門家が必要かは明確になっていない。（特に、放射性廃棄物の処理・処分分野）

例えば、

狭義：既設炉（事故炉を含む）の廃止措置（電力、メーカー等の認識）

→ 技術開発よりも廃炉の「着実」な実施に必要な実務のできる人材が欲しい？

広義：原子力エネルギー利用の要（かなめ）の分野（大学、研究機関等の認識）

→ 原子力リサイクルシステム全体の理解と技術開発のできる人材を育成すべき？

・バックエンド分野を指向する学生の気運が揚りつつある現在、企業（や社会）の人材受

入側ニーズと大学等の人材供給側シーズのより良いマッチングを図るべきではないか？



【参考資料】

「東京電力福島第一原子力発電所事故以降の
低レベル放射性廃棄物処理処分の在り方」

特別専門委員会について
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１. 設立趣旨

○東京電力福島第一原子力発電所事故以降、低レベル放射性廃棄物

の処理処分方策への関心が高い状況

○一方、処分に係る安全規制制度が未整備であり、処分が進んでいな

い低レベル放射性廃棄物も多く存在

○原子力政策の如何にかかわらず、低レベル放射性廃棄物の処理処

分については着実に進めていくことが必要

○国の動きを待つのではなく、まずは学会を中心として、低レベル放射

性廃棄物処理処分の在り方について、以下の４課題を検討
①ウランを含む廃棄物の処分の考え方

②バックエンド分野における人材確保及び育成の方策

③低レベル放射性廃棄物処理処分を推進するための理解活動

④低レベル放射性廃棄物処理処分に係る技術体系
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２. 委員会の構成と実施状況

(1) 委員会の構成

○主査：井口 哲夫 名古屋大学教授

○委員：23名(大学、原安協、原子力機構、RANDEC、日本原燃、

メーカ、建設事業者)

(２)実施状況

○平成25年度

設置期間：平成25年10月1日～平成26年3月31日

開催実績：2回開催(11/19、2/6）

(平成25年度は研究専門委員会として活動)

○平成26年度

設置期間：平成26年6月1日～平成27年3月31日

開催実績：5回開催(6/18、9/1、10/23、12/18、1/22)
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「東京電力福島第一原子力発電所事故以降の低レベル放射性廃棄物処理処分の在り方」
特別専門委員会
＜委員名簿＞

主査 井口 哲夫 名古屋大学

幹事 菊池 孝 （公財）原子力バックエンド推進センター

金子 悟 日本原燃株式会社（第１回委員会まで）

佐々木 泰 日本原燃株式会社（第２回委員会から）

委員 池田 泰久 東京工業大学

市川 康明 岡山大学

出光 一哉 九州大学

榎戸 裕二 （公財）原子力バックエンド推進センター

大江 俊昭 東海大学

大場 恭子 東京工業大学

奥津 一夫 鹿島建設株式会社（第２回委員会から）

勝田 忠広 明治大学

小崎 完 北海道大学

坂下 章 三菱重工業株式会社（第２回委員会から）

高橋 邦明 （独）日本原子力研究開発機構

土 宏之 清水建設株式会社（第２回委員会から）

杤山 修 （公財）原子力安全研究協会

新堀 雄一 東北大学

長谷川 信 （独）日本原子力研究開発機構

加藤 和之 日本原燃株式会社（第２回委員会まで）

古谷 誠 日本原燃株式会社（第３回委員会から）

椋木 敦 日揮株式会社（第２回委員会から）

柳原 敏 福井大学

山本 修一 株式会社大林組

吉田 憲正 株式会社東芝

３. 委員会の構成員





北海道大学におけるオープン教材を 
活用した原子力バックエンド教育 

平成27年9月11日 
北海道大学大学院工学研究院 
エネルギー環境システム部門 

小崎 完 

「東京電力福島第一原子力発電所事故以降の 
低レベル放射性廃棄物処理処分の在り方」 

特別専門委員会報告 

資料２ 



北海道大学における原子力人材育成 

原子力バックエンド教育 
＜学部＞ 
・機械知能工学入門（９０分×１回） 
・原子炉物理（９０分×１回） 
＜大学院＞ 
・放射性廃棄物処分工学特論（９０分×８回） 

大学組織 
 工学部・原子工学科 
  →（平成17年）機械知能工学科 
 大学院・原子工学専攻 
  →(平成 6年)量子エネルギー工学専攻 
  →(平成17年)エネルギー環境システム部門 
            量子理工学部門 
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原子力バックエンドに関連した人材育成 

文部科学省国際原子力人材育成イニシアティブ事業 

 
平成２３～２５年度 
「多様な環境放射能問題に対応可能な国際的
人材の機関連携による育成」 
 
平成２６～２８年度 
「オープン教材の作成・活用による実践的原
子力バックエンド教育」 
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・多分野の視点から環境放射能の諸課題を学ぶため、講義、研修、
実験、国際セミナー、市民向け講座を開催。さらに、環境修復の諸
課題を学ぶフィールドワークを実施 
 
→環境修復や放射性廃棄物の処理・処分などを深く理解した人材

ならびにそれらの分野において将来国際的に活躍する人材を育成
する。 

多様な環境放射能問題に対応可能な 
国際的人材の機関連携による育成 

（平成23～25年度） 

文部科学省 
国際原子力人材育成イニシアティブ事業 

（原子力人材育成等推進事業） 

事業参加機関 
北海道大、福島大、東京工科大、東海大、金沢大、福井大、九州大、静岡大、筑波大、 
室蘭工業大、酪農学園大、旭川高専、福島高専、放医研、原子力機構、電中研、 
北海道立衛生研究所、北海道原子力環境センター、札幌市、北海道電力 
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工学 
原子力工学 

農学 獣医 

環境科学 

理学 

社会人 

初級コース（８０名） 

上級コース（１５名） 

中級コース（３０名） 

原子力分野の研究者・技術者・教員 
• 福島第一原子力発電所の復旧、福島の環境修復 
• 原子力施設の廃止措置、廃棄物処理・処分、サイト解放の評価 
• 海外協力（核開発で汚染された地域の環境回復[米国、英国、ロシア等]） 

国/地方公務員・分析/報道機関職員 
• 原子力政策、農林水産政策 
• 環境・医療・食品分析 
• 報道機関 

水産 
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コース 
(受講)
日数 概要 予定人数

（／年） 
初
級 講義 1.5 

原子力工学概論、基礎放射化学、 
放射線生物学 80 

中
級 

講義 2.5 放射線計測学、環境放射能測定 30 

実験 2 
放射線計測基礎、食品中の放射能測
定、空間放射線量測定 30 

上
級 

講義 1.5 
環境修復、放射性廃棄物処分、 
科学技術コミュニケーション 15 

実験 2 
放射線防護法、非密封RI実験(収着、
除染、化学分離) 15 

除染実習 6 福島でのフィールドワーク 15 

市民向け講座 2 市民向け講座 50 

そ
の
他 

見学 1 
施設見学会 
（泊原発、幌延深地層研究所） 40 

国際セミナー 1 国際セミナー（国内外講師 10名） 50 

人材育成事業講義・実験等内容 
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中級コース実験（北大会場） 

初級コース講義（北大会場） 

「多様な環境放射能問題に対応可能な国際的人材の機関連携による育成」 

初級コース講義（福島大会場） 

中級コース実験（北大会場） 
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上級コース実験（植物へのRIの移行実験） 除染実習（福島県飯舘村） 

「多様な環境放射能問題に対応可能な国際的人材の機関連携による育成」 

市民向け講座（北大） 国際セミナー（北大会場） 
8 



講義プログラム（H25年度） 
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コース 
(受講)
日数 

予定人数
（／年） H23年度 H24年度 H25年度 小計 

初
級 講義 1.5 80 92 133 98 323 

中
級 

講義 2.5 30 73 54 64 191 

実験 2 30 33 38 33 104 

上
級 

講義 1.5 15 62 40 44 146 

実験 2 15 未実施 16 16 32 

除染実習 6 15 未実施 15 16 31 

市民向け講座 2 50 43 137 59 239 

そ
の
他 

見学 1 40 39 34 31 104 

国際セミナー 1 50 59 65 77 201 

計 401 532 438 1371 

人材育成事業講義・実験等受講者数 
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 講義、国際セミナーの講演の一部をビデオに収録し、著作権処理
後にインターネットで無料で一般公開。 
 「誰でも何処でも何時でも（何時までも）学べる環境」を構築 

オープン教材化（H25年度） 
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オープン教材の教育効果の一例 
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OCWの月間及び累積再生数 
（分割公開のため、1講義の視聴には3～4回の再生が必要） 



オープン教材開発の展開 
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北海道内６大学向け教養科目教材
として2016年度から講義開講予定 

米国MOOC（大規模公開オンライン講座）
公開サービス（edX）のコンテンツとして選
定され、2015年7月より開講 
（受講生約130ヶ国、約3,300名） 



オープン教材の作成・活用による 
実践的原子力バックエンド教育 

（平成26～28年度） 

事業参加機関 
北海道大学、金沢大学、九州大学、福井大学、東海大学、筑波大学、 

旭川工業高等専門学校、福島工業高等専門学校、 
放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構、電力中央研究所、 

北海道電力(株)、日本原燃(株)、日本原子力発電(株) 

文部科学省 
国際原子力人材育成イニシアティブ事業 

（原子力人材育成等推進事業） 
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目標とする人材 

• 原子炉廃止措置や放射性廃棄物処分について
の技術および知識を十分に持ち、 

• それを現場にて適用できるスキルを有し、 
• さらに廃止措置や放射性廃棄物処分の諸課題

を理解して、その対策を検討・立案できる、 
• 国際性豊かな原子力バックエンド分野の人材

育成を目標とする。 
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本事業の目標 

• オープン教材を作成・活用することで 
若い世代（高校生、進路あるいは研究テーマ決定を
控えた学部生等）に魅力的な分野としてアピールする。 

バックエンド分野に不可欠な多様な専門学問分野を
継続的に教育する体制を構築する。 

• 社会的、経済的な要素を含む意思決定・合意形
成についての知識・スキルを学び、また、国際性
の涵養が図れる教育プログラムを提供する。 
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• 基礎教育（講義、実験） 

原子力バックエンド教育の概要 

• 専門教育（講義、実験、 

フィールド実習、見学会） 

• 国際教育（国際セミナー、

海外インターンシップ） 
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最新の研究知見、海外における事例、法制
度・行政手続き、リスクコミュニケーションなど 
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基
礎
教
育 

講義 実験（２日間） 

①原子炉工学概論 
②廃炉工学概論 
③放射性廃棄物処分工学概論 
④環境放射能学概論 
⑤放射線科学概論 
⑥放射線生物学概論 
⑦核燃料サイクル工学概論 

①放射線計測実験 
 ・霧箱による放射線の可視化 
 ・各種サーベイメーターの使用方法 
 ・遮蔽実験 
②放射能測定実験 
 ・NaIシンチレーション検出器、ゲルマニウム半導体検出器による核種同定 
 ・環境試料採取・前処理方法（動植物、海産物、土壌、氷雪・融雪水、地下水の分析法） 

専
門
教
育 

講義 実験（２日間） フィールド実習（４日間） 

①原子炉工学 
②廃炉工学 
③放射性廃棄物処分工学 
④環境放射能学 
 

①非密封RI実験 
・RI汚染物の除染実験 
・核種分離法（ベータ核種の抽出） 
・土壌中の放射性核種の移行実験（収着・
拡散実験） 
・放射性核種の植物への移行実験 

①環境放射線測定実習 
・GPSによる位置測定、各種サーベイメーター
による線量測定とその結果の整理 
②環境試料採取・分析実習 
・土壌、地下水、動植物等の採取と分析 
③環境修復評価実習 
・除染評価コードによる分析 

見学会（１～２箇所／年） 

①JAEA・原子炉廃止措置研究センター（福井県敦賀市）[初年度] 
②低レベル放射性廃棄物埋設センター（青森県六ヶ所村）[次年度] 
③日本原子力発電・東海１号炉（茨城県東海村）[次年度] 
④幌延深地層研究センター（北海道幌延町）[最終年度] 
＊東京電力福島第一原子力発電所（福島県大熊町）[可能であれば] 

国
際
教
育 

国際セミナー 海外インターンシップ 

①海外の専門家による講義 
・原子炉廃止措置、除染、環境放射能、放射性廃棄物
処分等 
②グループディスカッション 
・小グループに分かれて学生と専門家が議論を行う 

①学生派遣 
・専門科目を受講した大学院生（３名/年）を海外に派遣 
・国際教育WGおよび海外の専門家から構成される選考委員会にて
派遣学生を選抜 
・帰国後に成果報告会を実施し事後評価を行う（３月） 

人材育成プログラムの概要 
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実施項目 対象とする人材 
各年度に育成する人数 

合計 
平成26 平成27 平成28 

基礎教育・講義 学部 
高専生 
社会人 

30 30 OCW 75+ 
OCW 基礎教育・実験 (15)* (15)* 15* 

専門教育・講義 

学部 
高専生 
大学院生 
社会人 

15 15 OCW 

40+ 
OCW 

専門教育・実験 準備 (10)* 10* 

専門教育・フィールド実習 準備 (10)* (10)* 

専門教育・見学 (10) (10) (10) 

国際教育・国際セミナー 35 
(=50-15) 

35 
(=50-15) 

35 
(=50-15) 

105 

国際セミナー・海外イン
ターンシップ 

大学院生 準備 (3)* (3)* (6) 

合計 80 
80+ 
OCW 

60+ 
OCW 

220+
OCW 

主として対象とする人材及び育成する人数 

*：講義またはOCWを受講している学生を対象とする。 19 



まとめ 
• 次の世代への円滑な知識継承のため、原子力
バックエンド分野におけるオープン教材を活用し
た人材育成活動を開始した。 

• オープン教材を活用することで、バックエンド分野
への若い世代の関心を高め、進学希望者の掘り
起こしが期待される。 

• 実学（実験）、国際性涵養の場（国際セミナー、海
外インターンシップ）が重要である。 

• 教材の質を高めるために、教育工学を含む多く
の専門家との連携が不可欠。 
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バックエンド技術分野の大学に
おける人材育成について 

東北大学 
量子エネルギー工学専攻における 

バックエンドに関連するカリキュラム事例 
 

新堀 雄一 

1 

資料３ 



2 

機械知能・航空実験 II （放射線、放射化学） 

数学（解析・幾何）、物理（力学・電磁気学・量子力学）、化学（溶液化学、電気化学） 

流体・熱・材料力学 

原子力学基礎 

炉物理 

廃棄物処理処分 

原子炉実習
（KUCA） 

材料科学 

中性子輸送学 

見学研修（弥生炉実習） 

材料照射工学 

放射化学 

原子炉安全・設計学 原子炉工学 

原子力安全 

大学院 
 保全工学 

先進原子力工学セミナー 

炉材料 

原子力材料実習
（大洗） 

特長1: 学部2年生より一貫した原子力教育 

バックエンド基礎 

バックエンド基礎実験 

研修 I 

研修 II 

２年生 

３年生 

４年生 

前期課程 

学部2年生からの
原子力関連教育 

放射線高度利用学 

加速器工学 

放射線安全工学 

研究室配属 

核燃料 核融合 

原子力学応用 

プラズマ物理学 

仮配属 

量子サイエンスコース 約40名 

量子エネルギー工学専攻：約38名 

量子機械学 

1年生 科学技術とエネルギー（全学教育科目) 原子力利用 1セメ・2セメに計350名受講 

炉主任、放射線取扱主任、技術士 

・ＲＩ全学講習会を受講 



東北大学 
    量子エネルギー工学専攻 

核融合科学研究所 

 
 
 
 
 
 

日本原子力研究開発機構 

民間企業 

国内大学・高専 

青森研究開発 
センター 

連携講座・共同研究 

大洗研究所 

東海研究所 

那珂研究所 
高崎研究所 シニアネットワーク 

共同研究・ 
インターンシップ 

岐阜県・土岐市 

六ヶ所研究センター 

六ヶ所村研究
ネットワーク 

共同研究・共同学生実験等 

東北地方原子力施設 
立地市町村・自治体 

講義・セミナー 

広域連携 

共同研究 

共生フォーラム 

世代連携 

特長2:広域・世代連携による研究と教育の体制 

海外 大学・研究機関 

六ヶ所村分室 

金研・大洗 
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量子エネルギー工学専攻の講座構成 （赤:バックエンド関連分野） 
専任（基幹)講座（4講座15分野、教授7、准教授11） 
講座 分野 

先進原子核工
学講座 

先進原子核工学分野 
(生活環境早期復旧技術研究センター) 

原子核システム
安全工学講座 

核エネルギーシステム安全工学
分野 

原子力地質工学分野 

エネルギー物理工学教育分野 

核エネルギーフロー環境工学 

(講座外分野) 量子保全工学分野 

講座 分野 

エネルギー材料工
学講座 
（金属材料研究所） 

材料照射工学分野 

原子力材料工学分野 

エネルギー化学工
学講座（多元物質科
学研究所） 

エネルギーシステム研究
分野 

協力講座（４講座６分野、教授５、准教授７） 

講座 分野 

エネルギー物理
工学講座 

核融合炉電磁流体工学分野 

核融合プラズマ計測学分野 

中性子デバイス工学分野 
炉システム工学分野 

粒子ビーム工学
講座 
 

高エネルギー材料工学分野 

粒子ビームシステム工学分野 

応用量子医工学分野 

<六ヶ所村分室> 核燃料科学研究分野 

<六ヶ所村分室> 放射線高度利用分野 

講座 分野 

量子物性工学講座 
（金属材料研究所） 

アクチノイド物性工学分野 
 
量子機能材料工学分野 

加速器放射線工学講
座（サイクロトロンラジオアイ

ソトープセンター） 

加速器保健物理工学分野 
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□ バックエンド基礎実験 （必修扱: 量子サイエンスコース 4年生の履修） 
 
 ・グローブボックス等を利用した岩石試料への核種の収着挙動の評価 （収着分配係数の算出とその核種移行 
  速度評価への適用を教育（152Euと黒雲母との収着および拡散現象に着目、また、上述実験ＩＩとバックエンド分野との関 
  連を考察） 
 
 ・有機および無機溶離剤を用いた核種分離手法 （137Csと85Srの分離によりイオン交換、クロマト分離の原理の適用を教育 
 （吸着剤:ゼオライトカラム(モルデナイト(Cs)+A型ゼオライト(Sr))，溶離液: ＥＤＴＡ (Sr), 塩化アンモニウム (Cs) ） 
 
 ・実験にあたりバックエンド基礎（座学）およびＲＩ全学講習会を受講 （前者は、バックエンド分野の概要に加え、処分シス 

  テムの性能評価の基礎となる移動現象論および化学反応工学の基礎を教育している：考え方は他の分野も活用可）  

バックエンド技術関連の学生実験の強化 
 

■ 機械知能・航空工学実験ＩＩ (量子サイエンスコース）テーマ 

  熱工学,α線計測,γ線計測,加速器応用実験および 

  放射化学実験（放射平衡など基本事項の理解と非密封実験手法の基礎の教育） 
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 バックエンド基礎実験の様子 

グローブボックスによる。 

ＳＥＭ、ＥＤＸ， 
ＦＴ－ＩＲ 

非密封ＲＩ実験 
（バッチ式） 

非密封ＲＩ実験 
（連続式） 

EDX（エネルギー分散型X線分光法）, FT-IR(フーリエ変換赤外分光光度計) 

観察 

秤量 

ガスボンベの取扱いも。 
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     廃止措置のための格納容器・建屋等信頼性維持と廃棄物処理・処分 
       に関する基盤研究および中核人材育成プログラム 

教育カリキュラム 
原子炉廃止措置工学プログラム 

福 
島 
高 
専 

                 ・鋼構造物腐食 ・コンクリート構造物健全性 ・非破壊検査 ・補修工法 ・遠隔技術 ・燃料デブリ処理  ・放射性廃棄物処分 
                   ・リスクコミュニケーション等の分野における専門家、 廃止措置R&D実施機関の技術者および研究者 

共同研究・研究協力・情報交換 
教育（セミナー、インターンシップ） 

意見交換 
助言 JAEA 

包括連携（研究＆教育） 

研究課題(２) 燃料デブリ処理
と放射性廃棄物の処分に関
する基礎・基盤研究(GM：新堀) 

①鋼構造物腐 
    食・防食TG 

②コンクリート構 
    造物評価TG 

③検査技術開発 
   TG 

④補修技術開発   
   TG 

⑤遠隔技術TG 

①デブリ性状把
握・処理技術TG 

②放射性廃棄物
処分TG 

③社会的受容性 
  TG 

研究課題(１) 格納容器・建屋
等の健全性・信頼性確保のた
めの基礎・基盤研究(GM：渡邉) 

専門家会議  

国内    IRID、 日立GE、東芝、三菱重工、鹿島建設、電中研、東京電力、 NIMS 等 
国外（検討中候補） 仏原子力・エネルギー庁研究所、仏国立応用科学院リヨン校、 
              米ミシガン大学原子力工学科等 

再委託 
(1)-①,(2)-② 

福 
島 
大 
学 

再委託 
(1)-①,(1)-③ 

教育研究
連携強化 

教育研究
連携強化 

大学院 
キャリアパス 

大学院 
キャリアパス 
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柳原敏 

福井大学 大学院工学研究科 
(兼)附属国際原子力工学研究所 

 

平成27年9月11日 
低レ特専委「秋の大会」企画セッション.  

福井大学におけるバックエンド対策
に係る人材育成 

資料４ 



福井大学の廃止措置に係る研究・
人材育成プログラム 

研究 廃止措置工学の体系化 人材育成 

 原子力施設の廃止措置への貢献 
 福島第一原子力発電所の廃止措置への貢献 

廃止措置最適設計手法の研究 
システム工学としての計算ツール開発 
廃止措置シナリオ最適化に係る方法論 

安全で合理的な廃棄物処理処分の研究 
解体廃棄物の処理処分シナリオの設計 
廃棄物処理処分・再利用の最適化研究 
金属及びコンクリートの再利用に係る基盤

研究 
 

大学院教育の充実 
廃止措置に係るカリキュラムの設定 
学生による廃止措置の研究活動 

 
社会人教育の充実 
社会人博士課程の創設 
社会人を対象とした廃止措置セミナー開催 

海外の人材育成 
廃止措置に係る技術者・研究者を養成 
 

 

 

 

 
 
 
 

 

地域特性を生かした研究と人材育成 
 
• 原子炉廃止措置研究開発センターとの共同研究 

 
• 福井県における廃止措置・廃棄物対策への貢献 
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廃止措置の基盤研究・人材育成 

 博士前期課程を対象にした講義 

 ⇛廃止措置工学（放射性廃棄物管理を含む） 
 
 廃止措置の基盤研究 

 ⇛廃止措置シナリオ評価、知識マネジメント 
 
 文科省公募プログラム（平成26年度FS採択） 

 ⇛西日本における福島第一原子力発電所の廃止措置
にかかわる基盤研究・人材育成の拠点形成 

 

2 



 原子炉物理、計算科学、システム工学（プロジェクトマネジメント）、コス
ト工学などを適用するとともに廃止措置のこれまでの経験、進行中の作業デー
タなどを有効に活用して原子力施設の廃止措置に係る安全・最適設計のための
方法論の研究及び計算ツールの開発により廃止措置工学の体系化を図る。 

原子炉施設の廃止措置の安全で合理的な実施。 
発生する放射性廃棄物の低減化、資源の有効利用、など。 

中核となる基礎基盤研究 
シナリオ評価/残存放射能評価 /リスク評価 

研究の方針 

関連する基礎基盤研究 
遠隔操作/廃棄物政策/機器装置の健全性 

研究成果の展開・適用 

産学連携 

国際協力 

事業者 

廃止措置工学の体系化 

規制当局 

地域住民 
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「廃止措置工学」講義の基本 

 廃止措置の基本概念 

  -> ライフサイクル、戦略検討、規制解除、解体技術、 

   除染技術、放射線防護、放射性廃棄物 

 実務に生かせる教育 

-> プロジェクト管理、コスト評価など 

 事故炉の廃止措置 

-> 環境修復、遠隔技術、リスク評価 
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1.原子力利用と環境問題 

2.原子力施設の廃止措置とは 

3.原子力発電所の施設特性 

4.廃止措置工事と必要な技術 

5.放射線防護について 

6.廃止措置の費用評価 

7.廃止措置に係る安全規制 
8. 廃止措置のプロジェクト管理 

9. 廃止措置のシステム工学 

10.放射性廃棄物の処理処分 

11.事故炉の廃止措置/修復 

12.廃止措置に係る世界の動向 

13.原子力の環境修復 

14.負の遺産にどう取組むのか 

シラバス（廃止措置工学） 

通常の廃止措置と 
事故炉の廃止措置 

廃止措置に必要な技
術及び方法論 
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廃止措置と環境修復 

 通常炉の廃止措置と事故炉の環境修復の相違 

-> 廃止措置はプラントライフの最終段階における

計画された活動 

-> 環境修復は、予期しなかった状況（事故や管理

の不備などで施設や土地が汚染）に対する除染や

安定化対策 
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(2)廃止措置マネジメン
ト研究 

①廃止措置シナリオ調査（ふ
げん、TMI-2燃料デブリ取出し
を含む） 

(3)燃料デブリの特性把
握・臨界管理技術研究 

①福島第一原発燃料デブリ取
出しに係る研究ニーズ・シ
ーズ調査 

②研究グループ会議 (4)材料健全性研究 

①鉄筋とコンクリートの付着健全

性診断手法の調査 

②高耐放射線性素材等の調査及び

予備照射実験 （若エネ研）  

②高分子材料劣化の調査及び予備

実験（福井工大) 

③研究グループ会議 

(5)廃止措置工学教育 

①廃止措置工学の講義 

②セミナー、福島第一施設調査
等の試行、アンケート調査 

③独自性のある教育の検討 

(1)福井大学を中心とした西日本における廃止措置基盤研究・人材育成のあり方の検討 
①福井大学が拠点となり、東京電力、ＩＲＩＤ、ＪＡＥＡと連携し、西日本の大学・研究機関等における１

Ｆ炉の廃止措置に係る基盤研究、人材の育成とキャリアパス形成について検討 
②ＩＲＩＤによる福島での活動を調査するとともに、将来福島に設置される施設の利用等について検討 
③福井県をはじめとする西日本における長期の原子力産業に貢献する研究開発や人材育成の取り組みについ

て検討 

文科省FS事業概要（平成26年度） 
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廃止措置マネジメントの研究 
 
シナリオ評価技術 
 福島第一原子力発電所の廃止措置においては、燃料デブリ取出し及び廃止

措置の明確な道筋を付けることが当面の重要課題。 

 このためには、あらゆる廃止措置シナリオの分析とその結果の整理・蓄積
により、必要な時に分析結果を直ちに適用できるような体系的な情報管理
が必要。 

 福島第一原子力発電所の施設・放射能特性、適用技術の現状などに係る情
報の整理結果に基づいて、燃料デブリ取出し及び廃止措置工事における様
々なシナリオの実現可能性やリスクなどを評価。 

知識マネジメント技術 
 事故を経験した施設の廃止措置は、技術的に複雑かつ完了までに数十年と

長期に渡る。 

 設計・運転時等の知識を踏まえ、事故に関する施設特性（損傷の程度、汚
染特性など）、国内外の廃止措置の経験や技術、新規の技術開発の情報、
さらに現場で得られる知識等を整理。 

 迅速に廃止措置計画の見直し、シナリオ評価に反映する手法を確立。  
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廃止措置はどうして必要か 

設計 

建設 
許認可 

運転 

（寿命延長） 

廃止措置 

次世代へ 
・規制解除 
・新施設建設など 

運転 

施設保守 

運転
停止 

運転
開始 

廃止措
置終 

放射性廃棄物の発生 

処分場又は保管施設へ 

廃止措置後の姿
を描く事が重要 

原子力施設の一生（プラントライフ） 

9 


	資料１　特別専門委員会報告－バックエンド技術分野の大学における人材育成について－パネルディスカッション：名古屋大学_井口哲夫
	資料２　北海道大学におけるオープン教材を活用した原子力バックエンド教育：北海道大学_小崎完　
	資料３　量子エネルギー工学専攻におけるバックエンドに関連するカリキュラム事例：東北大学_新堀雄一
	資料４　福井大学におけるバックエンド対策に係る人材育成：福井大学_柳原敏

